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1.  平成23年6月期第1四半期の連結業績（平成22年7月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年6月期第1四半期 4,409 55.2 358 236.6 355 273.3 168 ―

22年6月期第1四半期 2,841 △26.5 106 △69.9 95 △75.5 11 △94.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年6月期第1四半期 27.19 ―

22年6月期第1四半期 1.91 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年6月期第1四半期 16,214 10,544 63.2 1,655.57
22年6月期 15,611 10,563 65.5 1,652.18

（参考） 自己資本   23年6月期第1四半期  10,252百万円 22年6月期  10,231百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年6月期 ― 0.00 ― 22.00 22.00
23年6月期 ―

23年6月期 
（予想）

0.00 ― 22.00 22.00

3.  平成23年6月期の連結業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

7,946 28.2 570 90.9 566 114.9 259 418.1 41.97

通期 16,434 20.7 1,170 62.0 1,161 66.7 544 657.8 87.89



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、【添付資料】２ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 （３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】４ページ「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年6月期1Q 6,195,000株 22年6月期  6,195,000株

② 期末自己株式数 23年6月期1Q  2,092株 22年6月期  2,092株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年6月期1Q 6,192,908株 22年6月期1Q 6,193,099株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報  

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国経済の回復や成長を背景に輸出が増加し、生産や設備投

資は持直しの傾向を見せました。雇用環境は依然として厳しい状況が続きましたが、個人消費は回復基調で推移する

など、景気回復は緩やかなものとなりました。 

 当社グル－プの属する電子部品、半導体業界におきましても、パソコン、テレビ、モバイル機器向け需要は好調に

推移し、カ－エレクトロニクス関連も堅調に推移しておりますが、新規開発案件に対する投資は慎重であり、先行き

については不透明な状況が続くものと思われます。 

 このような環境の中、当社グル－プは、環境に左右されることなく常に利益を生み出せる企業体質へと変革すべ

く、前期より引き続き「半分・半減」をキ－ワ－ドとした生産効率化、省力化を推進するとともに、グローバル体制

の構築を目標に掲げ、各取組みを推進してまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は44億９百万円（前年同期比55.2％増）、営業利益３億５千８百万

円（前年同期比236.6％増）、経常利益３億５千５百万円（前年同期比273.3％増）、四半期純利益１億６千８百万円

（前年同期は１千１百万円の利益）となりました。 

  

 セグメントの状況は次のとおりであります。 

①金型 

 デジタル家電、自動車部品向けなどの金型を中心に販売してまいりましたが、依然、金型の新規開発や更新、増設

投資は、商品市場の不透明感や変化を背景に慎重であり、低迷が続いております。また、このような環境下におい

て、金型の市場価格は下落し、国外での安価な金型調達も増加傾向にあります。  

 その結果、売上高は３億８千８百万円、セグメント利益は２千５百万円となりました。 

②部品 

 コネクタ用部品は、パソコン、テレビ、モバイル機器向けを中心に順調に回復致しました。特に当社独自の金型 

構造によるマイクロピッチコネクタ用部品が牽引し販売が拡大しました。また、カ－エレクトロニクス関係は、政府

の景気刺激策が一段落しましたが、大幅な基調変化もなく堅調に推移しております。しかしながら、足元では、一部

顧客の在庫過剰感や円高を背景に市場の不透明感が増しております。  

 その結果、売上高は34億４千６百万円、セグメント利益は４億８千５百万円となりました。 

③自動機器 

 設備投資の抑制からの反動で設備関係市場は活況となりました。チップ実装機関連の需要が国外を中心に回復し、

フィルム搬送機も国外需要向けに大口の販売を致しました。しかしながら、チップ実装機関連の需要はピークを超

え、その他設備投資も景気の先行きの不透明感から再び慎重な状況となっております。 

 その結果、売上高は５億５百万円、セグメント利益は８千４百万円となりました。  

④その他  

 主に組立事業を行っております。医療機器市場の堅調さに加え、新製品の増加見込みにより、生産増加に向けた体

制整備を行っております。売上高は６千９百万円、セグメント利益は１千７百万円となりました。 

  

（注）当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用し、セグメント区分を変更したため、各セグメントの対前年同期との金額比較は記載しており

ません。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形及び売掛金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ６億２

百万円増加して162億１千４百万円となりました。負債は短期借入金、支払手形及び買掛金の増加などにより、６億

２千１百万円増加して56億６千９百万円となりました。また、純資産は、前連結会計年度末に比べ１千８百万円減少

して105億４千４百万円となりました。この結果、自己資本比率は63.2％となりました。 

②キャッシュフローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は５億７千２百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ５千万円増加しました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前四半期純利益３億５千５百万円、減価償却費２億９千万円、仕入債務の増加１億４千８百万円と資金

が増加しましたが、売上債権の増加５億１千８百万円、たな卸資産の増加１億１千８百万円と資金が減少したことに

より、当第１四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は９千１百万円（前年同期は３億９千２百万

円）となりました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において投資活動の結果支出した資金は１億３千８百万円（前年同期は１億６百万円）

となりました。これは主に有形固定資産取得のための支出によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は９千３百万円（前年同期は４億６千４百万円の

支出）となりました。これは主に短期借入金の増加、長期借入金の返済、配当金支払の支出によるものであります 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

   当第１四半期の業績につきましては、概ね計画通り推移しております。従いまして、現時点におきましては、平成 

 22年８月11日に公表しました業績予想値に変更はありません。 
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法  

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②たな卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸

高を基礎とした合理的な方法により算出する方法によっております。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係わる減価償却

費の額を期間按分して算定しております。  

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これによる損益への影響はありません。  

②表示方法の変更  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 859,230 808,863

受取手形及び売掛金 4,204,690 3,703,148

商品及び製品 71,679 57,088

仕掛品 593,714 576,907

原材料及び貯蔵品 731,253 650,619

その他 237,522 273,917

流動資産合計 6,698,091 6,070,543

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,542,726 3,618,003

機械装置及び運搬具（純額） 3,051,595 3,089,285

土地 1,233,666 1,233,666

その他（純額） 372,077 292,416

有形固定資産合計 8,200,065 8,233,372

無形固定資産 122,930 120,810

投資その他の資産   

投資有価証券 1,053,134 1,053,758

その他 140,127 133,400

投資その他の資産合計 1,193,261 1,187,158

固定資産合計 9,516,257 9,541,341

資産合計 16,214,348 15,611,885
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,892,686 1,764,657

短期借入金 1,242,234 782,330

1年内返済予定の長期借入金 456,569 627,666

未払法人税等 223,367 350,097

賞与引当金 253,191 78,051

役員賞与引当金 15,510 45,000

その他 628,441 426,454

流動負債合計 4,712,000 4,074,257

固定負債   

長期借入金 24,296 57,302

退職給付引当金 605,964 597,899

役員退職慰労引当金 314,600 305,730

その他 12,601 13,076

固定負債合計 957,461 974,008

負債合計 5,669,461 5,048,266

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,435,300 1,435,300

資本剰余金 1,439,733 1,439,733

利益剰余金 7,059,877 7,027,721

自己株式 △1,071 △1,071

株主資本合計 9,933,839 9,901,683

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 360,958 364,788

為替換算調整勘定 △42,023 △34,670

評価・換算差額等合計 318,935 330,118

少数株主持分 292,112 331,817

純資産合計 10,544,886 10,563,619

負債純資産合計 16,214,348 15,611,885
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,841,452 4,409,610

売上原価 2,466,952 3,715,323

売上総利益 374,500 694,286

販売費及び一般管理費 267,998 335,786

営業利益 106,501 358,500

営業外収益   

受取利息 392 200

受取配当金 1,379 2,002

受取賃貸料 1,360 1,944

スクラップ売却益 1,041 561

その他 719 1,234

営業外収益合計 4,893 5,943

営業外費用   

支払利息 9,394 6,631

持分法による投資損失 4,128 －

その他 2,744 2,695

営業外費用合計 16,267 9,327

経常利益 95,127 355,116

特別利益   

固定資産売却益 197 2,117

特別利益合計 197 2,117

特別損失   

固定資産売却損 1,686 1,389

固定資産除却損 823 －

特別損失合計 2,509 1,389

税金等調整前四半期純利益 92,816 355,844

法人税、住民税及び事業税 89,014 228,218

法人税等調整額 △21,790 △59,907

法人税等合計 67,223 168,310

少数株主損益調整前四半期純利益 － 187,534

少数株主利益 13,782 19,133

四半期純利益 11,810 168,400
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 92,816 355,844

減価償却費 315,145 290,946

賞与引当金の増減額（△は減少） 135,436 175,140

退職給付引当金の増減額（△は減少） △371 8,064

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △33,730 8,870

受取利息及び受取配当金 △1,771 △2,202

支払利息 9,394 6,631

持分法による投資損益（△は益） 4,128 －

有形固定資産売却損益（△は益） 1,488 △728

有形固定資産除却損 823 －

売上債権の増減額（△は増加） △365,198 △518,221

たな卸資産の増減額（△は増加） △204,735 △118,158

仕入債務の増減額（△は減少） 354,816 148,310

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △29,490

その他 101,321 129,490

小計 409,563 454,497

利息及び配当金の受取額 21,344 3,674

利息の支払額 △8,960 △6,728

法人税等の支払額 △29,485 △360,260

営業活動によるキャッシュ・フロー 392,462 91,183

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △102,058 △122,653

有形固定資産の売却による収入 1,433 4,551

投資有価証券の取得による支出 △5,201 △5,805

その他 △505 △14,945

投資活動によるキャッシュ・フロー △106,332 △138,853

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78,895 471,126

長期借入金の返済による支出 △257,688 △204,103

配当金の支払額 △119,701 △118,948

少数株主への配当金の支払額 △7,840 △54,880

財務活動によるキャッシュ・フロー △464,124 93,194

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,685 4,778

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △180,681 50,302

現金及び現金同等物の期首残高 566,803 521,709

現金及び現金同等物の四半期末残高 386,122 572,012
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 該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法  

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．会計処理の方法の変更等 

 前第１四半期連結累計期間 

   該当事項はありません。  

  

〔所在地別別セグメント情報〕  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

     本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

   海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
金型 

（千円） 
コネクタ用部品

（千円） 
半導体関連装置

（千円） 
計

（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  250,825  2,402,158  188,468  2,841,452  －  2,841,452

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 32,940  －  10,132  43,072  △43,072  －

計  283,766  2,402,158  198,600  2,884,525  △43,072  2,841,452

営業利益又は営業損失(△)  △19,397  264,854  10,196  255,654  △149,152 106,501

事業区分 主要製品

  金型 プレス金型、モールド金型及びパーツ等 

  コネクタ用部品 
電子部品コネクタコンタクト、自動車電装部品コネクタ、その他の電子半導体関連

プレス加工品等 

  半導体関連装置 電子部品搭載装置（チップマウンター）、半導体関連装置等 
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〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、当社及び子会社３社（連結子会社３社）により構成され、金型、部品、自動機器の製造販売を主

たる業務としております。製品の種類や特性によって分類された事業区分に基づき、また、国内、海外の子会社を含

め、「金型」「部品」「自動機器」の３つを報告セグメントとしております。 

「金型」事業は、精密プレス金型、精密モールド金型の製造販売をしております。「部品」事業は、電子部品コネ

クタコンタクト、電子部品コネクタハウジング、自動車電装部品コネクタの製造販売をしております。「自動機器」

事業は、半導体関連装置、専用機の製造販売をしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、組立事業、賃貸事業を含んで

おります。 

２．セグメント利益の調整額△254,083千円には、セグメント間取引消去△6,631千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△229,192千円、たな卸資産の調整額△14,320千円及びその他の影響額△3,940千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

（単位：千円）

  

報告セグメント

その他
（注）１

合計 
調整額  

 (注)２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)３ 
金型 部品 自動機器 計

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 388,805  3,446,165  505,485  4,340,455  69,155  4,409,610  －  4,409,610

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 50,178  －  5,378  55,556  16,044  71,600  △71,600  －

計  438,983  3,446,165  510,863  4,396,011  85,199  4,481,210  △71,600  4,409,610

セグメント利益  25,287  485,200  84,972  595,459  17,124  612,583  △254,083  358,500

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（１）生産、受注及び販売の状況 

当第１四半期連結会計期間における生産、受注及び販売の状況は、次のとおりであります。  

①生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

②受注状況 

 当第１四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

金型（千円）  337,130  －

部品（千円）  3,580,963  －

自動機器（千円）  525,420  －

 報告セグメント計（千円）   4,443,514  －

その他（千円）  67,556  －

合計（千円）  4,511,071  －

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円）  前年同四半期比（％）

金型  358,284  －  265,214  －

部品  3,608,646  －  968,244  －

自動機器  373,160  －  359,019  －

 報告セグメント計   4,340,091  －  1,592,478  －

その他  70,131  －  22,711  －

合計  4,410,222  －  1,615,189  －
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③販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

金型（千円）  388,805  －

部品（千円）  3,446,165  －

自動機器（千円）  505,485  －

 報告セグメント計（千円）   4,340,455  －

その他（千円）  69,155  －

合計（千円）  4,409,610  －

相手先 

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

住友電装㈱  771,693  27.2  1,037,042  23.5

日本モレックス㈱  184,117  6.5  605,478  13.7

ＳＭＫ㈱  217,209  7.6  331,084  7.5
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